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◆諮問第 12 号（個人情報） 

市議会に提出する議案及び報告に含まれる個人情報の取扱いについて 

 

令和元年５月２９日 伊勢崎市情報公開・個人情報保護審査会答申 
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諮問第 12 号 

答  申  書 

 

 

１ 諮問の概要 

市議会の議決を経るために市長が提出する議案の中には、個人の氏名、住所等の個人情

報を含むものがある。これら議案に含まれる個人情報は、その性質上、市議会における議

案審議に不可欠であるが、他方、議案が市議会という公の場で審議されるものであるため、

議案に掲載された事案の内容や性格等によっては、個人情報の保護に特別の配慮を要する

ものが生じうる。また、議案とは別に、法令の規定に基づき市長が市議会に対して行う報

告の中にも個人情報を含むものがあり、議案と同様に個人情報の保護に配慮を要するもの

が存在する。 

そして、これら議案及び報告は、議案書及び報告書（以下「議案書等」という。）として

それぞれ冊子にまとめられ、議会開会中だけでなく、議会閉会後においても、市民が常時

閲覧できるよう市民情報コーナーや図書館等において公表されており、結果として、そこ

に掲載された個人情報が市民の目に触れる状態が半永久的に継続し、この点においても個

人情報の保護への配慮が求められる。 

そこで、このような議案審議の重要性と個人情報の保護という２つの要請に応えるため、

当審査会の前身である伊勢崎市個人情報保護審査会では、平成２１年に市長から諮問を受

けて答申（伊勢崎市個人情報保護審査会答申第４号。以下「平成２１年答申」という。）を

行い、この平成２１年答申を受けて市長は、現在に至るまで、相手方の状況、事案の内容

や性格等を総合的に勘案し、相手方の個人が特定されないよう個人情報の保護への配慮が

求められる場合には、議案書等に掲載する氏名及び住所を匿名表記とする、個人情報の保

護に配慮した取扱いを行っている。 

しかしながら、平成２１年答申からおよそ１０年が経過し、個人情報の保護を取り巻く

市民意識や環境が変化し、また、地方分権社会における市議会の役割が一層重視されてい

る今日、改めて市議会の審議権の重要性と個人情報の保護という両要請に応えるためにど

のような方法を採ることが適当であるか検討する必要がある。そこで、市議会に提出する

議案及び報告に含まれる個人情報の取扱いについて、公表を前提とする議案書等には個人

情報を掲載せず、他方、市議会の審議権を制限することがないよう、議案書等とは別に、

公表を前提としない資料に個人情報を掲載して市議会に提出する方法を採ることの妥当性

について、伊勢崎市個人情報保護条例（平成１７年伊勢崎市条例第１８号。以下「条例」

という。）第４７条第１項第３号の規定により、当審査会が市長から意見を求められたもの

である。 

 

２ 審査会の結論 

地方自治体が市議会の審議権を最大限尊重すべきことは、平成２１年答申当時と何ら変
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わるところはない。他方、平成２１年答申以降のこの１０年間の情報技術の進展及び普及

並びに市民意識の変化により、地方自治体における個人情報保護の要請は、より一層強ま

っていると言える。 

そこで、諮問にある具体案について検討してみると、公表を前提とする議案書等には原

則として個人情報を掲載せず、他方、市議会の審議権を制限することがないよう、議案書

等とは別に、公表を前提としない資料に個人情報を掲載して市議会に提出する方法は、そ

れが実現することにより、市議会においては個人情報を含めて審議権を最大限に発揮する

ことができ、かつ、議案及び報告の当事者においては個人情報が広く市民の目に触れるこ

とがなくなるのであるから、市議会の審議権の重要性及び個人情報の保護という両要請を

共に実現できる方法であり、妥当である。 

ただし、市議会に提出する資料への個人情報の掲載に当たっては、広く市民に公表する

ものではないものの、個人のプライバシー権を最大限尊重すべきことは、平成２１年答申

と何ら変わるところはないのであるから、当該資料においても事案によっては匿名とすべ

き場合があることに留意し、市議会における審議権を不当に制限しない範囲において、個

別の事案ごとに、その内容、性格等を総合的に勘案した上で匿名とするか否かを判断すべ

きである。その際、市議会へ個人情報を提供することについての本人の同意の有無はあく

まで判断の一要素に過ぎず、同意が得られないことのみをもって個人情報を提供しないこ

ととするのは適当でない。 

 

３ 審査会の考え方 

当審査会で審議した結果は、それぞれ以下のとおりである。 

⑴ 市議会の審議権について 

  市議会がその審議権を最大限に発揮して市長の行政運営を監視し、市民の負託に適切

に応えていくことは、二元代表制を採用する地方自治制度上、極めて重要であることは

言うまでもない。そのため、市長が個人情報の保護を図る際においても、市議会におけ

る審議権を極力制限することのないよう検討を行うべきであり、これは、平成２１年答

申と同様であり、何ら変わるところはない。 

⑵ 議案及び報告の公表について 

  本市では、議案書等を市民情報コーナー、図書館等において公表している。地方自治

体にはその諸活動を市民に説明する責務があり、また、市民が行政を監視する手段を確

保し、市政に対する市民の理解と信頼を深め、公正で民主的な開かれた市政を進展させ

るためにも、議案書等の公表は重要であり、継続すべきである。 

しかし、公表する議案書等に掲載される事項は、不特定多数の第三者の目に触れるも

のであり、また、議案書等に掲載すべき内容について地方自治法（昭和２２年法律第６

７）等に明文の規定はなく、いかなる程度に具体的に個人情報を議案書等に掲載するか

については、一定の解釈及び運用の余地があるものといえる。このことから、公表する

議案書等への個人情報の掲載は、審議権を有する議会に提出する議案及び報告と異なる

取扱いをすることも可能であろう。 
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⑶ 議案に含まれる個人情報について 

これまで本市の議案に掲載されてきた情報は、各議案に応じ次に掲げるとおりである。 

  ア 契約の締結 

    契約の名称、工事名、工事場所、請負代金額、受注者等 

  イ 財産の交換、取得、処分等 

    土地所有者の氏名及び土地の所在、地積、買入予定価格等 

ウ 訴えの提起 

    相手方の氏名及び住所、事件名、事件の内容及び請求の趣旨、事件に関する取扱い 

   等 

  エ 和解 

事件の名称、相手方の住所及び氏名、和解の内容として合意した事項（和解条件） 

   等 

  オ 損害賠償の額の決定 

    事件の名称、相手方の住所及び氏名、損害賠償の責任が生じた理由、損害賠償の額 

   等 

  カ 行政委員会の委員の選任同意等（人事案件） 

    住所、氏名、生年月日等 

   これらに含まれる個人情報は、議決の可否について市議会が審議を行うために重要な

要素であり、また、議案の当事者に関係のある議員はその議事に参与することができな

いため、市議会の適切な議決権行使のために、議案に関する個人情報を提出することは

重要である。 

そのため平成２１年答申においては、個人情報であっても、市議会における議案審議

に必要な範囲で議案書に掲載することが望ましいとしつつ、条例第９条第２項ただし書

の趣旨に鑑み、個人のプライバシー権を最大限尊重しなければならないとしている。具

体的には、市議会における審議権を制限しない範囲において、個別の事案ごとに、その

内容、性格等を総合的に勘案して判断する必要があり、議案書に個人情報を掲載するこ

とにより個人のプライバシー権を著しく侵害するおそれがあると認められる場合は、匿

名表記により議案書に掲載するなどの措置を講じる必要があるとしている。ただし、こ

れは、議会への個人情報の提供を議案書に掲載する方法によることを前提とした判断で

あって、他の方法による個人情報の提供を否定するものではない。 

⑷ 報告に含まれる個人情報について 

  報告は、議決こそ必要ないが、市議会による行政運営の監視という点では議案と共通

するものであり、市議会の適切な行政監視のために個人情報の提出が重要であり、この

点において議案と区別する理由はない。 

 ⑸ 個人情報の保護について 

   個人情報の保護に関する市民意識については、平成２１年答申以降のこの１０年にお

いて更に醸成され、自己の個人情報が適切に保護されることへの市民の関心及び期待の

高まりはとても大きく、個人情報の保護への配慮が極めて重要であることは争う余地の
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ないところである。 

また、情報技術、情報通信技術等の進展は著しく、これら情報技術等がスマートフォ

ン、ＳＮＳ等の普及により市民に広く浸透し、誰もが容易に利用できる環境にあり、個

人情報の流出、拡散等が容易に起こりうるとともに、一度公にされた個人情報を回収す

ることは極めて困難な状況である。このような状況に鑑みれば、そもそも個人情報が第

三者に公にされることがないよう最善の注意を図ることが最も効果的な手段であり、個

人情報の保護が以前にも増して強く要請される今日においては、あらゆる手段を尽くし

て、可能な限り個人情報が第三者の目に触れることがないよう、最大限の配慮を行うべ

きである。 

 ⑹ 市議会に提出する議案及び報告に含まれる個人情報の取扱いについて 

   以上のことを考慮すると、市長の諮問にある、公表を前提とする議案書等には原則と

して個人情報を掲載せず、他方、市議会の審議権を制限することがないよう、議案書等

とは別に公表を前提としない資料に個人情報を掲載して市議会に提出する方法は、市議

会に提供する個人情報の内容は現在と変わらないため、その審議権を制限するおそれが

なく、また、議案及び報告の当事者においては個人情報が広く市民の目に触れることが

なくなるのであるから、今日の個人情報保護の要請に応えるものであり、妥当である。 

ただし、市議会に提出する資料への個人情報の掲載についても、広く市民に公表する

ものではないとはいえ、本人又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがある目的

外利用等は認めないとする条例第９条第２項ただし書の趣旨に鑑み、特に個人のプライ

バシー権に対する一定の配慮が必要な事案が考えられる。そのため、市議会における審

議権を不当に制限しない範囲において、個別の事案ごとに、センシティブな情報が含ま

れているか否か等、その内容、性格等を総合的に勘案した上で、市議会に提出する資料

についても個人情報を掲載しない扱いとすることが相当である。その際、市議会へ個人

情報を提供することについての本人の同意の有無はあくまで判断の一要素に過ぎず、同

意が得られないことのみをもって個人情報を提供しないこととするのは適当でない。 

なお、市議会の審議において、市議会議員の発言などにより、個人情報が公になるこ

とがないよう、市議会との間で十分協議を行うべきである。 

 

４ 結論 

以上のとおりであるから、当審査会は、上記２の結論のとおり答申するものである。 


